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１．労働災害発生状況について
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１．労働災害発生状況について

1 2 3 5 -2 
186 315 81 238 54 47 23 944 784 160

71 113 10 44 41 11 1 291 221 70
1 1 6 -5 

53 78 20 57 21 14 10 253 262 -9 
1 -1 

3 12 3 1 2 21 40 -19 
1 -1 

46 155 14 78 15 10 6 324 321 3
1 -1 

41 150 14 78 11 9 5 308 303 5
1 1 1

2 3 3 5 5 2 20 24 -4 

63 130 20 55 19 14 4 305 285 20

399 462 74 173 113 111 31 1,363 284 1,079

34 58 9 13 95 6 46 261 147 114

21 30 4 7 2 4 2 70 63 7
1 1 2 -1 

319 860 99 236 109 27 58 1,708 628 1,080
1 -1 

19 54 5 23 4 5 2 112 96 16
2 2 2 6 14 -8 

1,102 2,061 320 850 431 234 180 5,178 2,735 2,443
6 4 1 2 1 14

494 1,116 250 537 114 128 96 2,735
-6 -2 1 -1 -8 

608 945 70 313 317 106 84 2,443

製 造 業

令和４年　労働者死傷病報告受理件数表【確定値】

　　　　　　   署別
 業種別

高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

清 掃 ・ と 畜 業

食 料 品 製 造 業

建 設 業

木 造 家 屋 等
建 築 工 事 業

運 輸 交 通 業

道 路 貨 物 運 送 業

林 業

小 売 業

社 会 福 祉 施 設

接 客 娯 楽 業

飲 食 店

上 記 以 外の 事業

計

前 年 同 期

増 減
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１．労働災害発生状況について

高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

2 -2 
67 149 17 73 28 18 18 370 412 -42 

1 -1 
121 236 45 93 45 29 29 598 525 73

 1 1 2 3 -1 
76 109 21 109 14 16 3 348 314 34

39 70 8 26 6 9 2 160 153 7

90 183 21 67 19 15 8 403 413 -10 
1 -1 

7 9 1 6 4 2 29 28 1

11 23 1 5 2 5 47 42 5
3 -3 

37 61 11 54 7 7 4 181 202 -21 
1 -1 

42 105 7 66 18 4 4 246 214 32
1 1 3 -2 

5 9 2 8 6 3 1 34 48 -14 

災害の種類別／署別

事
故
の
型
別

墜 落 ・ 転 落

転 倒

  はさまれ・
　　   巻き込まれ

切れ・こすれ

  動作の反動・
　　   無理な動作

　注１　この表は、死亡及び休業４日以上の労働者死傷病報告を集計しています。

　   ２　各項目の下欄は死傷者数合計、上欄は死亡者数で下欄の数の内数です。

　　３　下の表は災害の種類別で、特に項目を設定して集計しています。

起
因
物
別

建 設 機 械 等

食品加工用機械

ト ラ ッ ク

外 国 人 の 災 害

建設公共工事の災害



【令和４年労働災害発生状況】
（1）死傷者数 5,178人 ⇒ 前年比 ＋2,443人（＋89.3%）

《 前年と比較した主な特徴 》
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１．労働災害発生状況について
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１．労働災害発生状況について

発生月

発生時間帯

事業場規模

２月

17時頃

10～29人

５月

10時頃

1～9人

９月

10時頃

100～299人

９月

17時頃

100～299人

12月

８時頃

30～49人

12月

10時頃

１～９人

その他の
用具

6
60歳代

潜水夫

　ダムの水門設備改良工事において、ドライスーツ
を着用してダム湖内で作業を行っていたところ、ド
ライスーツへの給気が制御できず肺が圧迫された。

水力発電所等
建設工事業

その他

乗用車･
バス･
バイク

5
60歳代

誘導員

　片側一車線の国道で、工事に伴う片側交互通行誘
導警備を行っていたところ、停止の指示を無視した
軽自動車にはねられた。

警備業 交通事故

その他の
動力運搬機

4
20歳代

作業者

　製造ラインにある昇降装置（長さ2ｍ×幅1ｍ、昇
降高1ｍ）の油圧ホースを一人で交換作業中、昇降台
と床面の間にはさまれた。

金属製家具
製造業

はさまれ、
巻き込まれ

1
50歳代

作業者

　自動車エアコンのコンプレッサー部品を製造する
ラインにおいて、当該部品を乗せるためのパレット
の下降装置に頸部から上を挟まれた。

自動車・
同付属品
製造業

はさまれ、
巻き込まれ

木材伐出業 激突され

年　齢
職　種

その他の
動力運搬機

その他の
危険物、
有害物等

令和４年 死亡災害事例

番
号

災 害 の あ ら ま し 業  種 事故の型別 起因物別

立木等2
50歳代

作業者

　胸高直径26㎝、樹高9ｍの栗の木をチェーンソー
で伐倒していたところ、偏心木だったこともあり、
予定とは異なった方向に倒れ、下敷きになった。

3
40歳代

作業者

　通常、入る必要のない円柱形のタンク（高さ1.6ｍ
×直径1.3ｍ）の中に何らかの理由で立ち入ったこと
により、一酸化炭素中毒となった。

その他の
化学工業

有害物等との
接触



【令和４年労働災害発生状況】
（2）死亡者数 ６人 ⇒ 前年比 －８人（－57.1%）

《 前年と比較した主な特徴 》

6

１．労働災害発生状況について
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２．労働災害防止計画について
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２．労働災害防止計画について

【労働災害防止計画とは…】
◎労働安全衛生法第６条

厚生労働大臣は、労働政策審議会の意見をきいて、労働災害の
防止のための主要な対策に関する事項、その他労働災害の防止に
関し重要な事項を定めた計画（以下「労働災害防止計画」という）
を策定しなければならない。

⇒ 昭和33年策定の「産業災害防止総合５か年計画」を『第１次』
計画として、以降、計画期間における労働災害等の動向を踏まえ、
５年後の到達目標を定めた計画（中⾧期計画と呼んでいます。）
を策定して、労働福祉の基本であり、国民的課題である「労働者
の安全と健康の確保」の実現に向け、計画には時々の社会情勢を
加味しながら、継続的に取組を進めているもの。
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２．労働災害防止計画について
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死亡者数 死傷者数

（第10次計画）

5,178

（第12次計画） （第13次計画）（第11次計画）
（人） （人）

【 群馬労働局管内における休業４日以上の労働災害による死傷者数の推移 】

２．労働災害防止計画について
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２．労働災害防止計画について

11

第13次労働災害防止計画の取組結果【総括①】



２．労働災害防止計画について
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第13次労働災害防止計画の取組結果【総括②】
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【 全年齢に占める60歳以上の災害発生状況（群馬）】
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２．労働災害防止計画について

13



２．労働災害防止計画について
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【 女性の年代別転倒災害発生状況 】

H30 H31/R1 R2 R3 R4

（人）

13倍も多く発生！



２．労働災害防止計画について
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・１月以上の休業者が５割を超える
・死亡災害も発生!

15

【 性別・休業日数別 行動災害発生件数 】

（人）



２．労働災害防止計画について

15.7%

22.6%

5.1%
5.2%

2.1%

3.7%

13.8%

6.6%

2.5%

5.0%

15.4%

2.2%

【 事故の型別災害発生状況（全産業:13次防期間）】

墜落・転落 転倒

激突 飛来落下

崩壊倒壊 激突され

はさまれ 切れこすれ

高温低温物との接触 交通事故

動作の反動 その他

15.4％

22.6％

作業行動に起因する災害
＝「転倒」＋「動作の反動」
＝ 38.0％

16



２．労働災害防止計画について

17

第14次労働災害防止計画の課題と重点対策



２．労働災害防止計画について

18

第14次労働災害防止計画に基づく群馬労働局推進計画



２．労働災害防止計画について
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第14次労働災害防止計画に基づく群馬労働局推進計画



２．労働災害防止計画について

20

第14次労働災害防止計画に基づく群馬労働局推進計画

個人事業者等に対する
安全衛生対策の推進

5

多様な働き方への対応や
外国人労働者等の
労働災害防止対策の推進

4

高年齢労働者の労働災害
防止対策の推進

3 労働者の
健康確保対策の推進

7
メンタルヘルス／過重労働／産業保健活動

化学物質等による
健康障害防止対策の推進

8
化学物質／石綿／粉じん／熱中症／
騒音／電離放射線

業種別の労働災害防止
対策の推進

6
陸上貨物運送事業／建設業／
製造業／林業

自発的に安全衛生対策に
取り組むための意識啓発

1

労働者（中高年齢の女性
を中心に）の作業行動に
起因する
労働災害防止対策の推進

2

8つの重点対策



２．労働災害防止計画について
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第14次労働災害防止計画に基づく群馬労働局推進計画

②　労働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

■

■

転倒災害対策（ハード・ソフト両面からの対策）に取り組む事業場の割合
を2027年までに50％以上とする。
卸売業・小売業及び医療・福祉の事業場における正社員以外への安全衛生
教育の実施率を2027年までに80％以上とする。

■

■

増加が見込まれる転倒の年齢層別死傷者数を2027年までに男女ともその増
加に歯止めをかける。
転倒による平均休業見込日数を2027年までに40日以下とする。

■ 介護・看護作業において、ノーリフトケアを導入している事業場の割合を
2023年と比較して2027年までに増加させる。

■ 増加が見込まれる社会福祉施設における腰痛の死傷者数を2022年と比較し
て2027年までに減少させる。

③　高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

■ 「高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン」（令和２年３月
16日付け基安発0316第１号。以下「エイジフレンドリーガイドライン」
という。）に基づく高年齢労働者の安全衛生確保の取組（安全衛生管理体
制の確立、職場環境の改善等）を実施する事業場の割合を2027年までに
50％以上とする。

■ 増加が見込まれる60歳代以上の死傷者数を2027年までに男女ともその増加
に歯止めをかける。

④　多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防止対策の推進

■ 母国語に翻訳された教材、視聴覚教材を用いるなど外国人労働者に分かり
やすい方法で災害防止の教育を行っている事業場の割合を2027年までに
50％以上とする。

■ 外国人労働者の死傷災害の発生率を2027年までに労働者全体の発生率以下
とする。

アウトプット指標 アウトカム指標



⑥　業種別の労働災害防止対策の推進

■ 「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（平成25
年３月25日付け基発0325第１号。以下「荷役作業における安全ガイドラ
イン」という。）に基づく措置を実施する陸上貨物運送業等の事業場（荷
主となる事業場を含む。）の割合を2027年までに45％以上とする。

■ 陸上貨物運送事業における死傷者数を2022年と比較して2027年までに５％
以上減少させる。

■ 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む建設業の事
業場の割合を2027年までに85％以上とする。

■ 建設業における死亡者数を2022年と比較して2027年までに15％以上減少さ
せる。

■ 機械による「はさまれ巻き込まれ」防止対策に取り組む製造業の事業場の
割合を2027年までに60％以上とする。

■ 製造業における機械による「はさまれ・巻き込まれ」の死傷者数を2022年
と比較して2027年までに５％以上減少させる。

■ 「チェーンソーによる伐木等作業の安全に関するガイドライン」（平成27
年12月７日付け基発1207号第３号。以下「伐木等作業の安全ガイドライ
ン」という。）に基づく措置を実施する林業の事業場の割合を2027年まで
に50％以上とする。

■ 林業における死亡者数を2022年と比較して2027年までに15％以上減少させ
る。

⑦　労働者の健康確保対策の推進

■
■

年次有給休暇の取得率を2025年までに70％以上とする。
勤務間インターバル制度を導入している企業の割合を2025年までに15％
以上とする。

■ 週労働時間40時間以上である雇用者のうち、週労働時間60時間以上の雇用
者の割合を2025年までに５％以下とする。

■

■

メンタルヘルス対策に取り組む事業者の割合を2027年までに80％以上と
する。
使用する労働者数50人未満の小規模事業場におけるストレスチェック実施
の割合を2027年までに50％以上とする。

■ 自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み又はストレスがあると
する労働者の割合を2027年までに50％未満とする。

■ 各事業場において必要な産業保健サービスを提供している事業場の割合を
2027年までに80％以上とする。

ー

アウトプット指標 アウトカム指標

２．労働災害防止計画について
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２．労働災害防止計画について
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⑧　化学物質等による健康障害防止対策の推進

■

■

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法」という。）第57条及
び第57条の２に基づくラベル表示・安全データシート（以下「ＳＤＳ」と
いう。）の交付の義務対象となっていないが危険性又は有害性が把握され
ている化学物質について、ラベル表示・ＳＤＳの交付を行っている事業場
の割合を2025年までにそれぞれ80％以上とする。
法第57条の３に基づくリスクアセスメントの実施の義務対象となっていな
いが危険性又は有害性が把握されている化学物質について、リスクアセス
メントを行っている事業場の割合を2025年までに80％以上とするととも
に、リスクアセスメント結果に基づいて、労働者の危険又は健康障害を防
止するため必要な措置を実施している事業場の割合を2027年までに80％
以上とする。

■ 化学物質の性状に関連の強い死傷災害（有害物等との接触、爆発又は火災に
よるもの）の件数を13次防期間と比較して、５％以上減少させる。

■ 熱中症災害防止のために暑さ指数を把握し活用している事業場の割合を
2023年と比較して2027年までに増加させる。

■ 増加が見込まれる熱中症による死亡者数の増加率※を13次防期間と比較して
減少させる。
  ※ 当期計画期間中の総数を前期の同計画期間中の総数で除したもの

アウトプット指標 アウトカム指標



２．労働災害防止計画
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２．労働災害防止計画
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３．令和５年の労働災害の動向等



1 1 3 -2 
109 238 46 186 14 37 6 636 656 -20 

45 83 8 38 6 11 2 193 204 -11 
2 1 2 1 1 7 7

52 72 23 38 6 10 11 212 190 22

4 19 3 1 2 2 31 17 14
1 1 1

38 116 13 89 9 5 3 273 273
1 1 1

33 110 11 86 6 5 2 253 262 -9 
1 1 1

4 1 3 1 2 4 3 18 19 -1 
1 1 2 2

47 119 28 52 10 5 5 266 241 25

57 75 26 29 10 10 2 209 178 31

16 29 7 23 14 2 14 105 117 -12 

12 21 6 15 1 2 57 44 13
2 2 2

101 177 21 84 19 15 16 433 423 10

17 35 3 17 4 4 6 86 87 -1 
4 3 3 1 1 1 1 14 4 10

424 827 167 502 84 88 60 2,152 2,097 55
2 2 4

429 815 129 443 124 99 58 2,097
4 1 3 -1 1 1 1 10

-5 12 38 59 -40 -11 2 55

食 料 品 製 造 業

令和５年　労働者死傷病報告受理件数表（11月末現在）
　　　　　　　署別
 業種別

高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

製 造 業

計

建 設 業

木 造 家 屋 等
建 築 工 事 業

運 輸 交 通 業

道 路 貨 物 運 送 業

林 業

小 売 業

社 会 福 祉 施 設

接 客 娯 楽 業

飲 食 店

上 記 以 外の 事業

清 掃 ・ と 畜 業

前 年 同 期

増 減
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※ 新型コロナ感染症関係を除く



高崎 前橋 桐生 太田 沼田 藤岡 中之条 群馬局計 前年同期 増減

2 1 1 1 5 5
71 115 16 61 16 8 13 300 306 -6 

106 204 43 103 23 18 14 511 501 10
1 1 2 -1 

46 100 24 74 13 8 11 276 298 -22 

28 54 5 36 3 10 2 138 132 6

54 163 23 85 13 14 6 358 321 37
1 1 2 2

5 7 2 5 5 2 3 29 22 7

5 16 3 2 2 1 29 39 -10 

32 59 6 40 3 4 3 147 157 -10 
1 1 2 2

16 70 12 89 7 3 5 202 154 48
2 1 1 4 4
4 8 4 5 3 3 5 32 27 5

災害の種類別・署別

事
故
の
型
別

墜 落 ・ 転 落

転 倒

 はさまれ・
　　 巻き込まれ

切れ・こすれ

 動作の反動・
　　 無理な動作

注１　この表は、死亡及び休業４日以上の労働者死傷病報告を集計しています。

   ２　各項目の下欄は死傷者数合計、上欄は死亡者数で下欄の数の内数です。

　３　下の表は災害の種類別で、特に項目を設定して集計しています。

　４　新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除いたもの。

起
因
物
別

建 設 機 械 等

食品加工用機械

ト ラ ッ ク

外 国 人 の 災 害

建設公共工事の災害

28

３．令和５年の労働災害の動向等



21

24

20

17
18

17

27

11

14

20 20

11
10

14

6

14

2,389

2,090

2,211 2,199 2,204
2,252

2,380

2,182

2,359
2,276

2,432 2,401

2,507

2,735

2,797

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

（
死
傷
者
数）

（
死
亡
者
数）

死亡者数 死傷者数
5,178

（人） （人）

2,413 2,458

2,522

2,152
新型コロナ関係を除いた件数

【 休業４日以上の死傷者数の推移 （本年１1月末まで） 】

３．令和５年の労働災害の動向等
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【令和５年 『転倒』 の男女別・年齢階層別】
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業務経験が１年以内の
死傷者が３割を占める



３．令和５年の労働災害の動向等

33



３．令和５年の労働災害の動向等

34



３．令和５年の労働災害の動向等

35



３．令和５年の労働災害の動向等

36



３．令和５年の労働災害の動向等

37

労働災害発生状況から注目したいポイント
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労働災害発生状況から留意願いたいポイント
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４．その他の取組について



安全作業のための基本事項を自らが
実践できているかを振り返り、安全
行動に向けた意識の高揚を図ること

（動機付け）
40

４．その他の取組について

『安全行動再確認運動』

《運動の目的》
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